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統計、既存調査研究結果の概要 

（１）人口推移 

◆堺市の人口推移◆ 

 

 

 

 

 

 

 

◆堺市の高齢化率の推移◆ 

 

 

1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

全国 4.9 5.3 5.7 6.3 7.1 7.9 9.1 10.3 12.1 14.6 17.4 20.2 23.0 23.3 24.2 25.1 26.0

大阪府 3.7 4.1 4.3 4.6 5.2 6.1 7.2 8.3 9.7 11.9 15.0 18.7 22.4 22.7 23.7 24.7 25.7

堺市 3.8 4.2 4.5 4.6 4.9 5.2 6.1 7.4 8.9 11.4 14.8 18.6 22.5 22.4 23.4 24.5 25.6
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資料：堺市は2010年までは国勢調査、2011年以降は堺市調べ 

全国および大阪府は2010年までは国勢調査、2011年以降は総務省統計局 

（注）堺市は2011年は住民基本台帳および外国人登録に基づく高齢化率、2012年以降は住民基本台帳に基づく高齢化率 

（注）堺市は2010年までは10月1日現在、2011年から2014年は9月30日現在、2015年は8月31日現在 

（注）全国および大阪府は10月1日現在 

（％） 

本市の人口は、１９５７年の臨海工業地帯の造成や１９６５年の泉北ニュータウンの開発をきっかけに人口が急増し、

１９８０年には８０万人を突破しました。その後、人口は横ばいからゆるやかな減少傾向で推移し、２０００年には８０

万人を少し割り込みましたが、２００５年、南河内郡美原町との合併などにより、人口は再び８０万人台となり、２０１

２年６月の８４２，９８８人をピークにゆるやかな減少傾向となっています。 

 

本市の高齢化率は、１９７０年から２００5 年まで全国、大阪府よりも低い水準で推移していましたが、２０１０年以

降は全国、大阪府とほぼ同水準で推移しています。 

人口80万人突破 
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資料：2010年までは国勢調査、2011年以降は堺市調べ 

（注）2011年以降は2010年国勢調査結果に基づく推計人口 

（注）2015年は9月1日現在、その他は10月1日現在 
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年少人口(0～14歳） 

生産年齢人口（15～64歳） 

65歳以上人口 

（人） 
年齢３区分別人口の推移（将来推計人口） 

◆今後の人口推移◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、本市はゆるやかな人口減少局面に入っており、今後とも現状のまま推移※すると仮定した場合、全国や大阪府よ

りも減少傾向は比較的ゆるやかですが、２０４０年には７２．０万人まで減少すると推計しています。 

また、２０４０年の年少人口（０～１４歳）は８．６万人、生産年齢人口（１５～ ６４歳）は３９．３万人まで減少

し、６５歳以上人口は２４．２万人まで増加すると推計しています。 

（※本市の出生率１．４３（２０１３年）が今後とも継続し、社会減となった２０１３年と２０１４年の傾向が今後も続

くと仮定して推計） 

 

人口の推移（将来推計人口） （人） 

将来推計人口 72.0 万人 

84.2 万人 83.8 万人 

資料：2010 年国勢調査を基に独自推計 

（注）2015 年の人口は、2010 年国勢調査を基に独自に算出した参考値 
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（２）市民活動団体 

◆堺市内 NPO法人認証数◆  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆堺市内 NPO法人の活動分野◆  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堺市のＮＰＯ法人の認証数は年々増加傾向にあります。 平成 22 年９月に大阪府から権限委譲した時点か

らみると 52 法人増加しています。 
 

資料：堺市調べ 
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本市では「保健・医療・福祉」「子どもの健全育成」「まちづくり」を活動目的とする NPO 法人が多くなっていま
す。 

資料：堺市調べ 
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◆堺市内 NPO法人 年間総収入額別 法人割合（H26年度）（N=193）◆ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆収入及び支出の構成比（N=130）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  堺市が所轄する NPO 法人の平成 26 年度分事業報告書によれば、年間総収入が「0~50 万円」が 31％と最も多
く、次いで「1,000~5,000 万円」(26％)、「100~500 万円」（14％）、「500~1,000 万円」（９％）の順と
なっています。 

 

資料：「堺市ＮＰＯ法人活動アンケート調査」堺市（平成 27 年） 

資料：堺市調べ 

0～50万円 

31% 

50～100万円 

7% 

100～500万円 

14% 

500～1,000万円 

9% 

1,000～5,000万円 

26% 

5，000～1億円 

8% 

1億円以上 

5% 

会費, 14.3% 

事業収入, 

32.9% 

行政からの事業

委託費, 16.1% 

行政からの補助

金・助成金, 

16.4% 

民間からの助成

金等, 6.8% 

募金・寄附

金, 5.3% 

融資, 

2.5% 

その他, 5.6% 

収入 

事業費（人件費

以外）, 38.1% 

管理費（人件費

以外）, 17.0% 

人件費, 37.0% 

その他, 7.9% 

支出 

資料：「堺市ＮＰＯ法人活動アンケート調査」堺市（平成 27 年） 
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◆必要としている法人内部の人材（N=245）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆必要としている法人外部の人材（N=221）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ法人の運営上必要な人材のうち、内部人材としては「活動の中心となるリーダーや後継者」「基本的な

事務処理ができる人材」を必要としています。 

法人の外部から支援してくれる人材としては「広報アドバイザー」「税理士・会計士」を必要としています。 

 

収入の構成をみると「事業収入」の割合が最も多く、ついで「行政からの補助金・助成金」「会費」の順でした。

一方、「募金・寄附金」「融資」の割合は低い状況です。 

支出の構成をみると「人件費以外の事業費」の割合が最も多く、次いで「人件費」「人件費以外の管理費」の順

となっています。 

 

資料：「堺市ＮＰＯ法人活動アンケート調査」堺市（平成 27 年） 
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◆平成24年度以降の地域、行政、企業、大学、NPOなどとの協働の有無（N=127）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆今後、財源として増やしたい資金（N=131）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年度以降、地域、行政、企業、大学、ＮＰＯなどとの協働事業の有無については、「ある」が 44.9％、

「ない」が 55.1%で、「ない」の方が 10.2 ポイント多い状況です。 

 

資料：「堺市ＮＰＯ法人活動アンケート調査」堺市（平成 27 年） 

今後増やしたい財源については、「事業収入」が最も多く、次いで「行政からの補助金・助成金」「会費」の順と 

なっています。 

資料：「堺市ＮＰＯ法人活動アンケート調査」堺市（平成 27 年） 

ある, 44.9% 

ない, 55.1% 
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◆堺市内ボランティア団体登録数◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆堺市内の自治会・町内会 加入率◆ 
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資料：（福）堺市社会福祉協議会事業報告書より作成 

堺市内のボランティア団体の登録数は、平成 20 年度～平成 25 年度までは、グループ、個人ともに、ほぼ増加傾

向にありましたが、平成 26 年度は、グループ、個人ともに減少しています。 

 

64.6% 

63.4% 

63.2% 

62.2% 

60.6% 

58.0%

59.0%

60.0%

61.0%

62.0%

63.0%

64.0%

65.0%

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

資料：堺市調べ 

堺市内の自治会・町内会の加入率は、年々減少傾向にあり、平成 27 年度は 60.6％と、平成 23 年度と比較して 4

ポイント減少しています。 
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◆堺市と市民活動団体との協働事業件数◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆全国の NPO法人が抱える課題（N=1,337）◆ 
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資料：堺市調べ 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 

本市と市民活動団体との協働事業件数の推移は、概ね増加傾向となっています。 

 

NPO 法人が抱える課題をみると、「人材の確保や教育」が７割を超えており、最も高い割合を占めています。 

次いで「収入源の多様化」「法人の事業運営力の向上」の順となっています。 
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（３）市民 

   ◆ボランティア活動に対する関心（N=1,646）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

   ◆年齢別ボランティア活動に対する関心◆ 

 

 

         
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年齢別では、各年代とも「関心がある（とても関心がある＋少し関心がある）」の割合が 50％を超えています。 

 

 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 

ボランティア活動に対する関心は、「関心がある（とても関心がある＋少し関心がある）」の割合が約 60％となっ

ています。 
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◆職業別ボランティア活動に対する関心（N=1,643）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆過去３年間のボランティア活動経験の有無（N=1,647）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職業別では、団体職員、教職員、医師・弁護士等の資格職で「関心がある（とても関心がある＋少し関心がある）」

が、高くなっています。次いで、主婦・主夫は 68.1％、派遣・契約職員などは 65.3％、会社員は 55.4％、学生は 53.9％

の順となっています。 

 

「関心がある（とても関心がある＋少し関心がある）」層が多いものの、実際にボランティア活動経験がある層は３割に

満たない状況です。 

 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 
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◆ボランティア参加の妨げとなる要因（複数回答 N=1,615）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆国や地方自治体などへの要望（複数回答 N=1,625）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加の妨げとなる要因は「活動に参加する時間がない」が最も多く、次いで「活動に参加する際の経費（交通費等）

があり、経済的負担が大きい」「ボランティア活動を行いたいが十分な情報がない」などの順となっています。 

 

 

国や地方自治体などへの要望では、「ボランティアを受け入れる団体・NPO 等に関する情報提供や情報発信を充実

すべき」が最も多く、次いで「ボランティアを行いたい人と、受け入れる人を結びつける（団体等）を養成・支援す

べき」「ボランティア活動のための休暇・休職制度の普及を行うべき」などの順となっています。 

 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 
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◆過去 3年間の寄附の経験の有無（N=1,640）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆個人の年間寄附金額（N=889）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「寄附をしたことがある」の回答が 54.2％あり、約半数の方が、過去３年間に寄附をした経験を持っています。 

 

「１円以上～2,000 円未満」が最も多く、次いで「0 円」「2,000 円以上～5,000 円未満」の順となっています。 

 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 
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◆寄附をした相手(複数回答 N=893) ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆寄附の妨げとなる要因 (複数回答 N=1,617) ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「日本赤十字社・赤い羽根共同募金」が最も多く、次いで「町内会・自治会」「その他の非営利法人」「NPO 法人」

の順となっています。 

 

「寄附をしても、実際に役に立っているとは思えないこと」が最も多く、次いで「寄附先の団体・NPO 等に対する

不信感があり、信頼度に欠けること」｢経済的負担が大きいこと｣の順の順となっています。 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 
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◆堺市 地域のまちづくりに関係する行動◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆堺市 地域のまちづくりに関係する意識◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「平成 25 年度 堺市市民意識調査報告書」堺市（平成 26 年） 

資料:「平成 25 年度 堺市市民意識調査報告書」堺市（平成 26 年） 

「広報誌や堺市ホームページなどを通じて、堺市の取り組みや地域の課題などを情報収集している」ことを「心が

けている」層は 47.2％と半数以下です。 

「まつりなどの地域のイベントに参加・協力している」ことを「心がけている」層は 38.5％と４割以下です。 

「身近な地域の会合や活動に参加・協力している」ことを「心がけている」層は 33.9％と４割以下です。 

「地域でのさまざまな活動が活発である」と「思う（そう思う＋ある程度そう思う）」層は 35.6％」と４割以下です。 

「地域における人と人とのつながりが豊かである」と「思う」層は 34.3％と４割以下です。 

「自分が住んでいる区の特色を知っている」と「思う」層は 26.3％と 3 割以下です。 
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◆堺市 時系列でみた地域のまちづくりに関する意識◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「平成 25 年度 堺市市民意識調査報告書」堺市（平成 25 年） 

 前回調査（平成 21 年）と比較すると、「人と人とのつながりが豊かである」と考える市民は増加しているものの、

依然として約 5 割が「そう思わない」と回答している。 
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（４）企業 

 ◆社会貢献活動支出額（１社平均）の推移◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆社会貢献活動 分野別支出割合◆ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料: 「201４年度 社会貢献活動実績調査結果」（一社）日本経済団体連合会１％クラブ 

大企業（経団連会員企業及び１％クラブ法人会員企業等 357 社の回答）においては、１社平均４億円前後の社会貢献

活動支出をしています。 

社会貢献活動支出のうち、「教育・社会教育」分野への支出割合が最も多く、ついで「学術・研究」「健康・医学、ス

ポーツ」「文化・芸術」の順となっています。 

資料: 「201４年度 社会貢献活動実績調査結果」（一社）日本経済団体連合会１％クラブ 

（単位：億円） 
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◆社会貢献活動 要素別支出額（１社当たり平均支出額）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会貢献活動実施のための社会制度の導入状況では、「社会貢献に関する基本的な方針の明文化」が最も多く、次い

で「専門部署または社会貢献担当者の設置」「社会貢献担当役員の任命」「予算制度の導入」の順となっています。 

 

資料: 「201４年度 社会貢献活動実績調査結果」（一社）日本経済団体連合会１％クラブ 

要素別の社会貢献活動支出額では「各種寄附」（金銭、現物、施設、従業員派遣など）が最も多く、次いで「企業

の自主プログラム」、「東日本大震災の被災地支援」の順となっています。 

 

資料: 「201４年度 社会貢献活動実績調査結果」（一社）日本経済団体連合会１％クラブ 

◆社会貢献活動実施のための社内制度の導入状況（複数回答）◆ 
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◆社員の社会貢献活動への支援の有無◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆社員の社会貢献活動への支援の内容（複数回答）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社員の社会貢献活動を「支援している」の回答が 84％ありました。2002 年度からみると「支援している」の回答

が多くなってきています。 

資料: 「201４年度 社会貢献活動実績調査結果」（一社）日本経済団体連合会１％クラブ 

資料: 「201４年度 社会貢献活動実績調査結果」（一社）日本経済団体連合会１％クラブ 

「ボランティア休暇・休職、表彰等の制度導入」が最も多く、次いで「ボランティア活動の機会を提供」「金銭的

な支援」の順となっています。 

※本項の「構成比（％）」は、「各項目別回答企業数／社員の社会貢献活動を支援する企業数（318社）」 
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◆非営利組織と接点を持つ企業の割合◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆具体的な接点内容（複数回答）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非営利組織と接点を持つ企業の割合は 77%であり、年々割合が高くなっています。 

資料: 「201４年度 社会貢献活動実績調査結果」（一社）日本経済団体連合会１％クラブ 

「支援している（寄付、物品提供）」が最も多く、次いで「協働で実施している活動がある」の順となっています。 

 

資料: 「201４年度 社会貢献活動実績調査結果」（一社）日本経済団体連合会１％クラブ 
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◆企業が非営利組織と連携する際に特に重視する点（３つ以内回答）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆関西の中小企業のＣＳＲ事例◆ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業名 所在地 業種 ＣＳＲ活動内容

株式会社兵左衛門 福井県 漆箸製造販売
･箸知育活動を通じて箸文化を伝える

･内職提供による東日本被災者支援

油藤商事株式会社 滋賀県 ガソリンスタンド等 ・ガソリンスタンドで廃油を回収、バイオ燃料化し販売

上羽絵惣株式会社 京都府 日本画材製造販売 ･日本画材の伝統技術を活かしてマニキュアの開発

株式会社カスタネット 京都府 オフィス用品販売 ･文具の通信販売等と社会貢献を両立

株式会社旅のお手伝い楽楽 京都府 旅行業 ･介助付き旅行サービスで高齢者･家族のQOLを向上

有限会社村田堂 京都府 学生服販売 ･地元中学校等での服育活動の実施

株式会社エイワット 大阪府
鉄工業、環境コンサルタ

ント
･自然エネルギーシステム普及での先導的な役割

株式会社大阪ケイオス 大阪府 映像製作等
･ものづくり企業の魅力を映像で発信

･映像を活用した東日本被災者支援

株式会社SiM24 大阪府
受託シミュレーション

サービス
･在宅テレワークで女性雇用の拡大

株式会社協同病理 兵庫県 病理学的試験研究請負 ･課外授業で理科離れ対策と社員教育を実現

岡村印刷工業株式会社 奈良県 印刷業等 ･奈良の文化芸術保存活動を推進

株式会社石橋 和歌山県 ガソリンスタンド等 ･シイタケ栽培で山林保全と障がい者雇用を実現

「自社の基本方針、重点分野との一致」が最も多く、次いで「運営の透明性」「ミッションに対する共感」「活動実

績」の順となっています。 

資料: 「201４年度 社会貢献活動実績調査結果」（一社）日本経済団体連合会１％クラブ 

資料: 「関西初！CSR をビジネスに繋ぐ中小企業の事例集」近畿経済産業局 
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（５）地域金融機関 

◆金融機関におけるＣＳＲを重視した取り組みの実施状況◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料: 「金融機関のＣＳＲ調査結果の概要」金融庁（平成 21 年）  

回答のあった地域金融機関（表中では地域銀行、信金・信組・労金）において、「ＣＳＲを重視した取組みを行っている」と

回答した金融機関は、「地域銀行」が１００％、「信金・信組・労金」は 84.3％となっています。 
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◆ＣＳＲを重視した取り組みを行う主な理由◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆全国の信用金庫による社会貢献活動事例◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第 18 回 信用金庫社会貢献賞 (平成 26 年度応募分)＞ 

●会長賞 北区赤羽地区の活性化(東京都・城北信用金庫) 

●Face to Face 賞 久里浜おつかい便「御用聞きプロジェクト」(神奈川県・湘南信用金庫) 

全国公募のしんわ美術展と企画展開催(岡山県・津山信用金庫) 

 ●個人賞 人形芝居を通じた郷土文化の再発見(神奈川県・さがみ信用金庫・市川博之氏)他 

●地域活性化しんきん運動・優秀賞 

富岡製糸場世界遺産登録への支援活動(群馬県・しののめ信用金庫) 

シティ信金商店街ＰＬＵＳ事業(大阪府・大阪シティ信用金庫) 

ＣＳＲを重視した取り組みを行う理由は、「地域銀行」「信金・信組・労金」ともに、「地域との共存共栄」が最も多い理由と

なっています。 

全国の信用金庫を会員とし、信用金庫の健全な発展と社会的使命を果たすことを目的に設立された公益性を持つ金融団体である一

般社団全国信用金庫協会（略称：全信協）は、平成９年度に信用金庫及び信用金庫職員による社会貢献活動を顕彰する「信用金庫社

会貢献賞」を創設しました。毎年、全国の信用金庫による社会貢献活動を顕彰しています。 

 

資料: 「金融機関のＣＳＲ調査結果の概要」金融庁（平成 21 年）  

資料: 「第 18 回信用金庫社会貢献賞」一般社団法人全国信用金庫協会 



 

- 23 - 

 

◆NPO法人の借入先 複数回答 (N=1,327)◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ＮＰＯ向け融資（貸出）の現状◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料: 「NPO など新たな事業・雇用の担い手に関する研究会」中小企業庁（平成 26 年） 

日本政策金融公庫、信用金庫からの NPO 向けの貸出実績は増加傾向にあります。 

 

NPO 法人の資金借入先は、「個人」が最も多く、次いで「政府系金融機関」「銀行」「信用金庫」の順となっています。 

 

資料：「平成 26 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」内閣府（平成 27 年） 
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◆金融機関から借入するNPO法人の総収入の分布◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ＮＰＯが融資を受ける際の課題◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

NPO が融資を受ける際の課題について、組織外部の要因としては「社会的ミッションや役割を理解して貰えない」「役員保

証が求められる」「物的担保が求められる」の回答が多い状況にあります。組織内部の要因としては、「物的担保がない」「事

業の将来性に不安があり借入できない」の回答が多い状況にあります。 

 

資料: 「NPO など新たな事業・雇用の担い手に関する研究会」中小企業庁（平成 26 年） 

 

0～100万円以

下, 26.1% 

100万円超～

500万円以下, 

19.1% 

500万円超～

1,000万円以

下, 11.1% 

1,000万円超～

5,000万円超, 

29.1% 

5,000万円超～

1億円以下, 

8.8% 

1億円超, 5.8% 

ＮＰＯ法人の総収入の分布 （N=10,727) 

 

0～100万円以

下, 5.0% 

100万円超～

500万円以下, 

6.0% 

500万円超～

1,000万円以下, 

4.0% 

1,000万円超～

5,000万円超, 

34.0% 

5,000万円超～

1億円以下, 

28.0% 

1億円超, 

22.0% 

0～100万円以

下, 3.0% 

100万円超～

500万円以下, 

3.0% 

500万円超～

1,000万円以

下, 7.0% 

1,000万円超～

5,000万円超, 

37.0% 

5,000万円超～

1億円以下, 

19.0% 

1億円超, 

31.0% 

信用金庫から借入をするＮＰＯの総収入別分布 (N=281) 

資料: 「NPO など新たな事業・雇用の担い手に関する研究会」中小企業庁（平成 26 年） 

金融機関から借入する NPO 法人の総収入の分布では、政府系金融機関、信用金庫とも「1,000 万円超～5,000 万円以下」

が最も多い状況にあります。次いで、政府系金融機関の場合、「5,000 万円超～1 億円以下」「１億円超」の順でした。信用金

庫の場合は、「１億円超」「5,000 万円超～１億円以下」の順となっています。総収入 1,000 万円以下で借入する NPO 法人

の割合は少ない状況にあります。 

政府系金融機関から借入するＮＰＯの総収入別分布（N=334） 
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（６）大学 

◆地（知）の拠点整備事業◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料: 平成 26 年度「地（知）の拠点整備事業」パンフレット 文部科学省（平成 26 年） 

文部科学省は「第 2 期教育振興基本計画」を踏まえて、大学等、地域の高等教育機関が地域を志向した教育・研究・社会貢

献活動を行うことを支援することで、地域との相互交流を促進し地域から信頼される地域コミュニティの中核的存在（COC，

Center ofCommunity）になるよう平成 25 年度から地域の課題解決につながる大学の特に優れた取組を支援しています。 

（資料:「文部科学白書 2014」文部科学省（平成 26 年）） 
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◆大学の地域社会への貢献活動の内容（複数回答）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆社会貢献のための専門機関、組織の設置状況◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料:「平成 26 年度開かれた大学づくりに関する調査研究」文部科学省（平成 2７年） 

各年度とも「公開講座を実施すること」「教員を外部での講座派遣や助言者、各種委員として派遣すること」「社会人入学者

を受け入れること」の割合が高い状況です。また、平成 25 年度では「学生の地域貢献活動を推進すること」が、平成 23 年度

に比べて約 10 ポイント高くなっています。 

 

各年度とも「公開講座に関する専門機関・組織がある」が最も多く、次いで「地域連携に関する専門機関・組織がある」「産

学連携に関する専門機関・組織がある」の順となっています。また、平成 25 年度では「地域連携に関する専門機関・組織があ

る」が、平成 23 年度に比べて約 10 ポイント高くなっています。 

 

資料:「平成 26 年度開かれた大学づくりに関する調査研究」文部科学省（平成 2７年） 
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◆連携先別・連携の状況◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆連携の際の課題(複数回答)◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

各年度とも「自治体」が最も多く、次いで「他の大学等の教育機関」「NPO 法人等の非営利団体」「企業」の順となっていま

す。また、地域外の連携は、平成 23 年度と比較して平成 25 年度の方が、いずれの連携先とも、連携している割合が高くなっ

ています。 

 

「大学側の人手・人材が不足している」が最も多く、次いで「地域との連携の意義が学内に浸透していない」「連携のための

予算が確保できない」「多忙等を理由に教員の協力が得られない」の順となっています。 

 

資料:「平成 26 年度開かれた大学づくりに関する調査研究」文部科学省（平成 2７年） 

資料:「平成 26 年度開かれた大学づくりに関する調査研究」文部科学省（平成 2７年） 
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◆学生の地域貢献活動の実施状況(N=740)◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆学生の地域貢献活動の実施状況（実施形態別）（N=619）◆ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「行っている」の回答割合が 8 割を超えています。 

＊学生の地域貢献活動：学生が、地域の抱える諸問題の発見とその解決に向けて、地域の人々（市民）と協力しながら行う 

活動 

「課外活動として実施」の「実施あり」の回答割合が高く、次いで「授業の一環で実施」の「実施あり」の回答割合が高い状

況になっています。 

 

資料:「平成 26 年度開かれた大学づくりに関する調査研究」文部科学省（平成 2７年） 

資料:「平成 26 年度開かれた大学づくりに関する調査研究」文部科学省（平成 2７年） 
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◆学生のボランティア活動の具体的な支援の実施状況(複数回答)◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆学生の地域貢献活動の課題（N=619）◆ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

ボランティア活動の「単位」認定 

ボランティア活動に参加する学生への修学上の配慮 

ボランティア活動に関する授業科目の設置 

ボランティア募集に関する情報収集・提供 

ボランティア活動を希望する学生と受入れ先との調整 

ボランティア活動に参加する学生対象の事前研修会等 

ボランティア活動における事故に対応する保険の加入指導 

ボランティア活動に対する経済的な支援 

大学等においてボランティア事業を企画・実施 

ボランティアの活動専門の部署を設置 

ボランティア活動専任スタッフを配置 

その他 

無回答 

大学全体 

（複数回答可） 

資料：「大学等における学生支援の取組状況に関する調査（平成 25 年度）」 

独立行政法人日本学生支援機構（平成 26 年） 

大学が行う学生のボランティア活動の支援では、「ボランティア募集に関する情報収集・提供」が最も多く、次いで「ボラン

ティア活動における事故に対応する保険の加入指導」「ボランティア活動を希望する学生と受入れ先との調整」の順となってい

ます。 

 

資料:「平成 26 年度開かれた大学づくりに関する調査研究」文部科学省（平成 2７年） 

「大学側の人手・人材が不足している」が最も多く、次いで「学生の参加意欲を高める工夫が施しにくい」「予算が確保でき

ない」の順となっています。 
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◆公開講座や地域貢献事業に期待する大学経営に資する効果（複数回答 N＝740）◆ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「公開講座に期待する効果」では「大学の認知度・イメージアップ」が最も多く、次いで「市民との接点が創出される」「教

員・研究の PR」「教員の活躍の場が創出される」の順となっています。 

「地域貢献事業に期待する効果」では「大学の認知度・イメージアップ」が最も多く、次いで「地域との連携が推進される」

「自治体等との連携が創出される」「地域の活性化が大学の活性化につながる」の順となっています。 

 

資料:「平成 26 年度開かれた大学づくりに関する調査研究」文部科学省（平成 2７年） 
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資料：「市民活動に関する職員アンケート」堺市（平成 27 年） 

資料：「市民活動に関する職員アンケート」堺市（平成 27 年） 

（７）行政 

◆担当業務における市民活動団体との関わりについて(N=3,183)◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

◆関わりのある市民活動団体（複数回答）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ある」は 31.5%で、「ない」が 68.5％でした。約７割の職員は、担当業務において市民活動団体の関わりがないと回答し

ています。 

 

関わりがあると回答された方に、どのような市民活動団体と関わりがあるか聞いたところ、「自治会・町内会」が最も多く、次

いで「ＮＰＯ法人」「ボランティア団体」の順となっています。 
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資料：「市民活動に関する職員アンケート」堺市（平成 27 年） 

資料：「市民活動に関する職員アンケート」堺市（平成 27 年） 

◆市民活動団体との関わり方（複数回答）（N=3,183）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「市民活動」の必要性をどの程度感じていますか（N=3,183）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手方への

協力依頼

相手方から

の要望等の

対応

事業等の共

催

団体の事業

等の後援

補助金・助

成金の交付

市の会議等

への参加
業務委託 その他 計

663 622 369 194 180 198 121 44 2391 1002

66.2% 62.1% 36.8% 19.4% 18.0% 19.8% 12.1% 4.4% 238.6%

66.2%

62.1%

36.8%

19.4%

18.0%

19.8%

12.1%

4.4%

相手方への協力依頼

相手方からの要望等の対応

事業等の共催

団体の事業等の後援

補助金・助成金の交付

市の会議等への参加

業務委託

その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

 

「相手方への協力依頼」が最も多く、次いで「相手方からの要望等の対応」「事業等の共催」「市の会議等への参加」の順とな

っています。 

 

「ある程度感じている」が 45.7％と最も多く、次いで「充分感じている」が 32.4%であり、「必要性がある」と感じていると

の回答は 78.1％を占めました。一方、「あまり感じていない」「感じていない」はあわせて４％と少数でした。 
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資料：「市民活動に関する職員アンケート」堺市（平成 27 年） 

◆市民活動を活性化させるために必要な施策(複数回答) （N=3,183）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「市民活動を支える人づくり」が最も多く、次いで「多くの市民の市民活動への参加促進」「地域での多様なふれあいの場の創

出」「市民活動の多様な主体との連携の促進」の順となっています。 
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